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②お帰りなさい！親元同居・近居住宅取得応援事業　【基本交付額　5万円】

『子育て世代』や『親元同居・近居する人』の住宅取得を応援しています！

　対象者のうち、中学生以下の子どもを扶養してい
る人に、補助金10万円（最高35万円）を交付します。

問企画財政課 企画係　☎ 52-5803

　対象者のうち、親世帯と新たに同居する人や町内に近居する人に、補助金5万円（最高15万円）を交付します。
※住民異動により町外から町内に転入する場合は、基本交付額（5万円）にさらに10万円分加算します。

◇対象者要件
町内に親世帯が５年以上在住している人、また
は町内に子世帯が５年以上在住しており、親世
帯の住民異動により新たに同居を開始する人
※すでに同居している人は対象外です。

　以下の加算要件に該当する場合は、基本交付額に
さらに加算します。
◇加算要件
①扶養している中学生以下の子の人数
②町内在住の親世帯（５年以上在住）との同居・近居
③住民異動による町内への転入
※要件の詳細は、お問い合わせください。
◇住宅要件
①住宅登記を完了していること。
②住宅の持分が申請世帯（親世帯を除く）の合計で２
分の１以上であること。

◇住宅要件
①住宅登記を完了していること
②住宅の持分が子世帯の合計で２分の１以上であること

本事業とセットで『【フラット 35】地域連携型
（子育て支援）』を利用できます
　『【フラット 35】地域連携型』とは、子育て支
援に対する積極的な取組を行う田布施町と住宅金
融支援機構が連携し、住宅取得に対する田布施町
による補助金交付などの財政的支援とあわせて、
『フラット 35』の借入金利を一定期間引き下げる
制度です。
※詳細は、フラット 35サイト
をご覧ください。
申請書も取得できます。

共通事項
◇対象
　町内に新たに住宅を新築・中古購入する人
◇申請期間　令和8年3月末まで（令和8年２
月27日（金）までに事前相談が必要）
※登記完了後、６か月以内に申請してください。

①子育て住まいる支援事業　【基本交付額　10万円】
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◇申請方法　企画財政課企画係での事前相談
（申請対象者には相談後に書類を配布)

◇注意事項　
・県が実施する支援事業とは異なる事業です。
・対象とならない場合もありますので、お問い
合わせください。

移住・定住・子育て支援として


